
 

私立学校施設高度化推進事業費補助金交付要綱 

 

平成１９年５月８日  文部科学大臣裁定 
平成２１年４月１日   一 部 改 正  
平成２１年６月３０日   一 部 改 正  
平成２３年４月１日  一 部 改 正  

     平成２８年６月２日  一 部 改 正   
    平成２８年１２月２７日    一  部 改  正 

令和２年１２月１１日  一  部 改  正 
令和３年１１月２９日  一  部 改  正 
令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日  一  部 改  正 

 

 

 

私立学校施設高度化推進事業費補助金交付要綱の全部を改正し、平成１９年度予算から適用す

る。 

 

（通則） 

第１条 私立学校施設高度化推進事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付については、補助

金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適正化法」とい

う。）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号。以下「施行令」という。）の定めによるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助の目的） 

第２条 この補助金は、私立学校の施設の高度化・近代化等を推進し、教育研究条件の充実向上を図

る観点から、私立学校の老朽校舎等改築事業等に係る借入金の金利負担を軽減するための必要な

経費を補助することを目的とする。 

 

（補助の対象等） 

第３条 文部科学大臣は、私立（構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９号。）第１２条又は

第１３条の規定に基づき学校教育法（昭和２２年法律第２６号。）第２条の特例として学校設置会

社又は学校設置非営利法人により設置されるものを除く。）の学校の設置者が行う幼稚園、小学校、

中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学（大学院及び短期大学を含

む。）及び高等専門学校並びに専修学校及び各種学校並びに幼保連携型認定こども園（就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二

条第七項に規定する幼保連携型認定こども園をいう。以下同じ。）の学校施設及び幼保連携施設の

整備事業等で、次の各号に掲げる事業（以下「補助事業」という。）に係る日本私立学校振興・共

済事業団（以下「事業団」という。）からの借入金の利子を対象に、補助金を交付するものとする。 

（１）学校法人が実施する築３０年を経過した老朽校舎の整備事業 

（２）学校法人、準学校法人又は社会福祉法人（社会福祉法人にあっては、幼保連携型認定こども

園の設置者である場合に限る。）（以下「学校法人等」という。）が実施する危険建物と認定

された旧耐震基準（昭和５６年以前の建物）の学校施設又は幼保連携施設の整備事業 

（３）学校法人が実施する大学附属病院の整備事業 

（４）学校法人等が実施する新型コロナウイルス感染症対応事業 

（５）学校法人等が実施する指定避難所施設等の機能強化整備事業 

 

（補助金の額及び算定方法） 

第４条 前条に規定する補助金の額は、予算の範囲内とし、補助事業ごとに別表に掲げる区分に応じ

て算出した額とする。 

 

（交付対象期間） 



第５条 第３条第１号及び第３号に規定する補助金の交付対象期間は、学校法人が借入金の交付を

受けた日から起算して１０年間とする。 

２ 第３条第２号及び第５号に規定する補助金の交付対象期間は、学校法人等が借入金の交付を受

けた日から起算して２０年間とする。 

３ 第３条第４号に規定する補助金の交付対象期間は、学校法人等が借入金の交付を受けた日の属

する年度内とする。 

 

（申請手続） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申請書（様

式１）を文部科学大臣に提出しなければならない。 

 

（交付の決定等） 

第７条 文部科学大臣は、前条に規定する提出を受けた場合は、審査の上、補助金を交付すべきと

認めたものについて、交付決定を行い、補助金交付決定通知書（様式２）を申請者に通知するも

のとする。 

２ 文部科学大臣は、前項に規定する交付の決定に際して、次の各号に掲げる条件を付すものとす

る。 

（１）補助事業を中止し、又は廃止する場合には、文部科学大臣の承認を受けなければならな

い。 

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合には、

速やかに、文部科学大臣に報告してその指示を受けなければならない。 

３ 文部科学大臣は、第１項に規定する交付の決定に際して、前項各号に掲げるもののほか、必要

な条件を付すことができる。 

 

（実績報告） 

第８条 補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業が完了若しくは廃止の承

認があった場合には、補助事業を完了若しくは廃止の承認があった日から１か月を経過した日又

はその翌会計年度の４月１０日のいずれか早い日までに補助事業等実績報告書（様式３）を文部

科学大臣に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第９条 文部科学大臣は、前条に規定する補助事業等実績報告書の提出を受けた場合は、補助事業

等実績報告書の審査及び必要に応じて調査を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金

の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確

定し、補助事業者に通知するものとする。 

 

 

（交付決定の取消等） 

第１０条 文部科学大臣は、補助事業者から補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び次の

各号に掲げる場合は、第７条の交付の決定の全部若しくは一部を取消し、又は変更することがで

きる。 

（１）補助事業者が適正化法、施行令若しくはこの要綱又はこれらに基づく文部科学大臣の処分又

は指示に違反したとき 

（２）補助事業者が交付申請に際して虚偽その他不実の記載を行ったとき 

（３）補助事業者が事業団からの借入金をその目的外に使用したとき 

（４）補助事業者が行政手続法（平成５年法律第８８号。）第２条第５号に規定する行政機関か

ら、同条第４号の「不利益処分」又は第６号の「行政指導」を受けたとき 

（５）補助事業者が補助事業に対する事業団からの借入金の繰上償還請求を受けたとき 

（６）補助金の交付の決定後生じた事情により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなく

なったとき 

２ 前項の規定により第７条の交付の決定の取消しを行った場合において、既に当該取消しに係る



部分に対する補助金が交付されているときは、期限を定めて交付した補助金の全部又は一部の返

還を命ずるものとする。 

３ 文部科学大臣は、第１項第１号から第４号までの理由により前項の返還を命ずる場合には、そ

の命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利10.95％の割合で計算した

加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 第２項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から20日とし、期限内に納付がない場合は、未

納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利10.95％の割合で計算した延滞金を徴するもの

とする。 

 

（帳簿関係書類等の整備） 

第１１条 補助事業者は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出

について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しなければなら

ない。 

 

（調査等） 

第１２条 文部科学大臣は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業の状況に関

する報告を求め、又は帳簿・証ひょう書類等の閲覧、その他物件の調査を行うことができる。 

 

（電磁的方法による提出） 

第１３条 申請者又は補助事業者は、適正化法、施行令又は本要綱の規定に基づく申請、届出、報

告その他文部科学省に提出するものについては、電磁的方法（適正化法第２６条の３第１項に基

づき文部科学大臣が定めるものをいう。）により行うことができる。 

 

（電磁的方法による通知等） 

第１４条 文部科学大臣は、適正化法、施行令又は本要綱に規定する通知、承認、指示又は命令

（以下「通知等」という。）について、補助事業者が書面による通知等を受けることを予め求め

た場合を除き、電磁的方法により通知等することができる。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の取扱いに関し必要な事項は、私立学校施設

高度化推進事業費補助金取扱要領（平成１９年５月８日高等教育局私学部長裁定。）に定めるとこ

ろによる。 

 

附 則 

この要綱は、平成１９年５月８日から施行し、平成１９年度予算から適用する。ただし、この要

綱の施行前に、改正前の要綱の規定に基づき交付された補助金の取扱いについては、なお従前の例

による。 

 

附 則（平成２８年６月２日一部改正） 

この要綱は、平成２８年６月２日から施行し、平成２８年度予算から適用する。ただし、平成２８

年１月１日前に事業団との間で融資契約が成立している借入金に係る算定方法及び交付対象期間につ

いては、なお従前の例による。 

 
附 則（平成２８年１２月２７日一部改正） 

この要綱は、平成２８年１２月２７日から施行し、平成２８年１０月１３日から適用する。 
 
   附 則（令和２年１２月１１日一部改正） 

 この要綱は、令和２年１２月１１日から施行する。 

 
附 則（令和３年１１月２９日一部改正） 

第一条 この要綱は、令和３年１１月２９日から施行する。 
第二条 令和２年度に学校法人等が事業団から借入金の交付を受けたものについては、要綱第５条



第３項中「学校法人等が借入金の交付を受けた日の属する年度内」を「学校法人等が借入金の交

付を受けた日の属する年度内及び翌年度内」と読み替えるものとする。  
 

附 則（令和７年４月１日一部改正） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度予算から適用する。ただし、令和７年１月

１日前に事業団との間で融資契約が成立している借入金に係る算定方法及び交付対象期間については、

なお従前の例による。 

 

 
 
 
 
 
 
  



別 表 
 
Ⅰ．第３条第１号に規定する学校施設の整備事業 
 

１． 平成１６年度までの融資 

学 校 種 貸付利率（％） 利 子 助 成 率 

小 学 校 
中 学 校 
高 等 学 校 
中 等 教 育 学 校 
特 別 支 援 学 校 

    ～３．５％ 貸付利率－１．５％ 

３．５％～５．５％ ２．０％＋（貸付利率－３．５％）×１／２ 

５．５％～７．０％ ３．０％＋（貸付利率－５．５％）×１／３ 

７．０％～     ３．５％ 

大 学 院 
大 学 
短 期 大 学 
高 等 専 門 学 校 

    ～３．５％ 貸付利率－１％ 

３．５％～５．５％ ２．５％＋（貸付利率－３．５％）×１／２ 

５．５％～７．０％ ３．５％＋（貸付利率－５．５％）×１／３ 

７．０％～     ４．０％ 
 

２．平成１７年度以降平成２０年度までの融資 

学 校 種 貸付利率（％） 利 子 助 成 率 

小 学 校 
中 学 校 
高 等 学 校 
中 等 教 育 学 校 
特 別 支 援 学 校 

    ～２．６％ 貸付利率－１．５％ 

２．６％～     １．１％ 

大 学 院 
大 学 
短 期 大 学 
高 等 専 門 学 校 

    ～２．６％ 貸付利率－１％ 

２．６％～     １．６％ 

 
 

３． 平成２１年度以降の融資 

学 校 種 貸付利率（％） 利 子 助 成 率 

小 学 校 
中 学 校 
義 務 教 育 学 校 
高 等 学 校 
中 等 教 育 学 校 
特 別 支 援 学 校 

    ～２．６０％ 貸付利率－１．００％ 

２．６０％～     １．６０％ 



大 学 院 
大 学 
短 期 大 学 
高 等 専 門 学 校 

    ～２．６０％ 貸付利率－０．５０％ 

２．６０％～     ２．１０％ 

 
 

 
Ⅱ．第３条第２号に規定する学校施設又は幼保連携施設の整備事業 
 

平成２８年度以降の融資 

学 校 種 貸付利率（％） 利 子 助 成 率 備考 

幼 稚 園 
～２．１０％ 貸付利率―０．５０％ 

 
２．１０％～ １．６０％ 

小 学 校 
中 学 校 
義 務 教 育 学 校 
高 等 学 校 
中 等 教 育 学 校 
特 別 支 援 学 校 

～２．１０％ 貸付利率―０．５０％ 

耐震性能が著しく

低い建物に係る改

築事業については、

学校法人が借入金

の交付を受けた日

から起算して３年

間の利子助成率は

貸付利率とする。 
２．１０％～ １．６０％ 

大 学 院 
大 学 
短 期 大 学 
高 等 専 門 学 校 

～２．６０％ 貸付利率―０．５０％ 

耐震性能が著しく

低い建物に係る改

築事業については、

学校法人が借入金

の交付を受けた日

から起算して３年

間の利子助成率は

貸付利率とする。 
２．６０％～ ２．１０％ 

専 修 学 校 
各 種 学 校 

～１．００％ 貸付利率―０．５０％ 
 

１．００％～ ０．５０％ 

幼保連携型認定こ

ど も 園 

～２．１０％ 貸付利率―０．５０％ 
 

２．１０％～ １．６０％ 

 
 
 



Ⅲ．第３条第３号に規定する学校施設の整備事業 
 
  平成２１年度以降の融資  

区分 貸付利率（％） 利 子 助 成 率 

築３０年を経過し

た老朽施設及び危

険建物と認定され

た旧耐震基準（昭

和５６年以前の建

物）の施設 

    ～２．６０％ 貸付利率－０．５０％ 

２．６０％～     ２．１０％ 

上記以外の施設 

    ～２．６０％ 貸付利率－１．００％ 

２．６０％～     １．６０％ 

（注）端数計算 
上記により算出される利子助成率は０．０１％単位とし、端数が生じた場合には、四捨五入する

ものとする。 
 
 Ⅳ．第３条第４号に規定する新型コロナウイルス感染対応事業 
 

貸付対象事業 対象貸付下限額 利子助成率 
教育環境充実資金 
（留学生減少による経営困難） 

大学、短期大学、高等専門学校：３００

万円 

中等教育学校、高等学校、専修学校：２

００万円 

小中学校、義務教育学校、特別支援学

校、幼稚園、認定こども園：１００万円 

貸付利率 

教育環境充実資金 
（病院収入の減少による経営困難） 
教育環境充実資金 
（医療機器等の整備） 
教育環境充実資金 
（授業料等の延納等措置の実施に必要と

なる費用） 
教育環境充実資金 
（家計急変学生に対する独自の支援に係

る費用） 
教育環境充実資金 
（遠隔授業導入等のための環境整備に係

る費用） 
教育環境充実資金 
（その他コロナ感染症対応に係る経費） 
私立大学病院の建物整備事業 ５００万円 

 

※対象貸付上限額については、①大学、短期大学、高等専門学校：１億円、高等学校：５，０００

万円、小中学校、義務教育学校、中等教育学校：３，０００万円、特別支援学校、幼稚園、認定

こども園：１，０００万円②経費（教育研究経費＋管理経費）支出額合計の４０％③貸借対照表

「純資産の部合計の３０％」④担保物件の評価額の８０％の①～④中で最も低い額を貸付の上

限とする。ただし、私立大学病院の建物整備事業については②～④の中で最も低い額を貸付の上

限とする。 

※対象となる貸付金額については、国・地方公共団体からの補助や他機関からの融資額を除いた自



己負担分とする。 
※留学生数については、原則令和２年５月１日現在とする。 
※病院収入については、対前年度、把握可能な直近四半期の収入又は収支を基準とする。 
 
Ⅴ．第３条第５号に規定する学校施設又は幼保連携施設の整備事業 

 

学 校 種 貸付利率（％） 利 子 助 成 率 

小 学 校 
中 学 校 
義 務 教 育 学 校 
高 等 学 校 
中 等 教 育 学 校 
特 別 支 援 学 校 
幼 稚 園 
幼保連携型認定こども園 

～２．１０％ 貸付利率―０．５０％ 

２．１０％～ １．６０％ 

大 学 院 
大 学 
短 期 大 学 
高 等 専 門 学 校 

～２．６０％ 貸付利率―０．５０％ 

２．６０％～ ２．１０％ 

専 修 学 校 
各 種 学 校 

～１．００％ 貸付利率―０．５０％ 

１．００％～ ０．５０％ 

 
 
Ⅵ．最低限度額 
補助金の最低限度額は、原則として、各年度において１０千円とする。 




